
 工事用請書(R5.4.1 更新) 

 

請  書（工事用）  
 

佐世保市水道事業及び下水道事業管理者 様  

 

工 事 名  

工 事 場 所  

工 事 概 要  

契 約 金 額 

 百 十 万 千 百 十 円 

        

うち取引に係る消費税及び地方消費税の額（  円） 

工 期 
自 令和  年  月  日 

至 令和  年  月  日 

契約保証金 佐世保市財務規則第１４４条第 号により免除 

主 管 課  

 

１ しゅん工検査の時期 
発注者は、工事しゅん工の通知を受けたときは、その日から１４日以内に検査を行う。受注者は、検
査に合格しないときは、直ちに修補し、さらに検査を受けること。 

２ 契約金額の支払い 適法な支払請求書を受理した日から４０日以内に請負代金を支払う。 

３ 秘密の保持 
別記１「個人情報及び工事情報の取扱いに関する特記事項」及び別記２「情報セキュリティに関する

特記事項」を遵守すること。 

４ 契約の解除 別記３「発注者の解除権等に関する特記事項」を遵守すること。 

５ その他必要な事項 
１受注者は請け負った工事の必要に応じて直接・間接雇用を問わず、建退共・建労災を掛けること。 
なお、発注者へ事前に収納書等を提出する必要はないが、発注者が求めた場合は提出すること 

２その他必要な事項は、佐世保市水道局と協議のうえ履行すること。 

 
上記金額及び条件をもって、佐世保市水道局契約規程・佐世保市財務規則その他の関係法令を守り 

お請けいたします。 

 令和  年  月  日  

収 入 

印 紙 

  住 所  

 受注者   

  氏 名  印   
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(別記１） 

個人情報及び工事情報の取扱いに関する特記事項 

 

（基本的事項） 

第１ 受注者は、特定の個人が識別され又は他の情報と照合することにより、特定の個人を識別されうる

情報（以下「個人情報」という。）及び本契約の履行にあたり知りえた、又は提供を受けた、若しく

は受注者自らが作成した相手方固有の工事上の情報（以下「工事情報」という。）の保護の重要性を

認識し、この契約の履行にあたっては、個人及び発注者の権利利益を侵害することのないよう、個人

情報及び工事情報の取扱いを適正に行わなければならない。 

 

（秘密の保持） 

第２ 受注者は、この契約の履行にあたり知り得た個人情報及び工事情報を他に漏らしてはならない（工

事情報については、施工上必要最小限の範囲での関係者間で利用する場合を除く。）。この契約が終了

し、又は解除された後においても同様とする。 

 

（収集の制限） 

第３ 受注者は、この契約の履行にあたり個人情報を収集するときは、契約の目的を達成するために必要

な範囲内で、適法かつ公正な手段により行わなければならない。 

 

（代理の禁止） 

第４ 受注者は、発注者が承諾したときを除き、この契約の履行にあたり個人情報を取り扱う際は、自ら

行うものとし、その全部又は一部を第三者に代理させて行わせてはならない。 

２ 受注者は、前項に基づき発注者に承諾を求める場合は、代理の内容、代理先、代理先に対する管理方

法等を文書で提出しなければならない。 

３ 受注者は、発注者の承諾により第三者へ代理させる場合は、当該第三者に対し本特記事項に関する権

利義務を負わせるものとする。 

 

（目的外利用及び提供の禁止） 

第５ 受注者は、発注者が指示したときを除き、この契約の履行にあたり知り得た個人情報及び工事情報

を、契約の目的以外に利用し、又は第三者に提供若しくは譲渡してはならない。 

 

（複写又は複製の禁止） 

第６ 受注者は、発注者が承諾したときを除き、この契約の履行にあたり知り得た個人情報及び工事情報

が記録された資料等を複写し、又は複製してはならない。ただし、工事情報については、施工上必要

最小限の範囲での関係者間で利用する場合は発注者の承諾は不要とする。 

 

（個人情報の引渡し） 

第７ 受注者は、この契約の履行にあたり発注者から個人情報の提供を受けるときは、元請負者であるこ

との確認を受けなければならない。 

 

（適正管理） 

第８ 受注者は、この契約の履行にあたり知り得た個人情報及び工事情報について、漏えい、滅失及びき

損の防止その他の個人情報及び工事情報の適正な管理のために、情報の取扱い管理責任者を定め、必

要な措置を講じなければならない。 

 

（従事者及び作業場所の特定） 

第９ 受注者は、この契約の履行にあたり個人情報及び工事情報を取扱う場合には、その従事者及び作業

場所を特定しなければならない。 

２ 受注者は、第９の規定に関して、個人情報を扱う場合、別紙「情報の取扱いに関する従事者等報告書」

により、発注者に報告しなければならない。ただし、業務計画等において、同様の内容を記載し、発注

者へ報告する場合には不要とする。なお、報告した内容を変更する場合には、その都度、発注者にその

旨を報告しなければならない。 

 

（文書・電子媒体等の取扱い） 

第１０ 受注者は、この契約の履行にあたり知り得た個人情報及び工事情報が記録された紙文書及び電子

媒体等の取扱いにあたり、特に次の各号に留意しなければならない。 

(1) 取り扱う範囲（作業場所）及び保管場所を定め、施錠して保管し、保管場所からの搬出及び授受に関

しては盗難、漏えい、改ざんを防止するため適切な措置を講じること。 
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(2) 取り扱うことのできる従事者の範囲、作業責任区分等を明確にすること。 

 

（資料等の返還等） 

第１１ 受注者は、この契約の履行にあたり発注者から提供を受け、又は受注者自らが収集し、若しくは

作成した個人情報が記録された資料等は、発注者に返還し、若しくは引き渡し、又は廃棄するもの

とする。なお、発注者から提供を受け、又は自ら作成した資料等が電磁的記録による場合の返却及

び破棄処分の方法については、発注者と受注者とが協議の上決定することとする。 

 

（情報セキュリティ遵守状況の報告） 

第１２ 受注者は、この契約の履行にあたり、情報セキュリティ遵守に関する事項について、完成届に併

せて行わなければならない。 

 

（監査） 

第１３ 発注者は、受注者がこの契約の履行にあたり、取り扱っている個人情報及び工事情報の状況を確

認するために、監査することができる。 

 

（事故報告） 

第１４ 受注者は、個人情報及び工事情報の取扱いに関し、この契約の履行に影響を及ぼす事故が発生又

は事故の発生が予想されるときは、必要に応じて臨機の処置を講ずるとともに、直ちにその旨を発

注者に通知し発注者の指示を受けるとともに、遅滞なくその状況を書面により、発注者に報告しな

ければならない。 

 

（事故時等の公表） 

第１５ 発注者は、この契約の履行にあたり発生した情報セキュリティに関する事件・事故等が発生した

場合、発注者が適切な説明責任を果たすために、必要に応じ、当該事故等の公表を行うことができ

る。 

 

（損害賠償等） 

第１６ 受注者又は受注者の従業員（下請負者等を含む。）が、この契約の履行にあたり知り得た個人情

報の全部又は一部を不当に開示、漏えい、提供等した場合または当該工事の目的外に利用、提供等

した場合は、発注者は、受注者に対して差止め、損害賠償及び発注者が必要と認める措置を請求で

きるものとする。 

 

（対象外） 

第１７ 受注者は、次の各号に該当する情報は、原則として工事情報として扱わないものとする。 

(1) 提供時点で既に公知であった情報、又は既に保有していた情報 

(2) 提供後、受注者の責めに帰すべからざる事由により公知となった情報 

(3) 正当な権限を有する第三者から適法に入手した情報 

(4) 工事情報を利用することなく独自に開発した情報 

 

（従事者への周知） 

第１８ 受注者は、この契約の履行にあたり従事している者に対して、在職中及び退職後においても、当

該契約の履行に関して知り得た個人情報及び工事情報をみだりに他人に知らせ、又は当該契約の履

行目的以外の目的に使用してはならないことなど、個人情報の保護及び情報セキュリティの確保に

関し必要な事項を周知し、管理しなければならない。 

 

（罰則） 

第１９ この契約の履行にあたり従事している者又は従事していた者（以下「従事者」という。）が正当

な理由がないのに、個人の秘密に属する事項が記録された個人情報ファイル（特定の個人情報を電

子計算機を用いて検索することができるように体系的に構成したもので、その全部又は一部を複製

し、又は加工したものを含む。）を提供したときは、２年以下の懲役又は１００万円以下の罰金に

処せられることがある。（個人情報の保護に関する法律第１７６条適用の場合） 

２ 従事者が、この契約の履行にあたり知り得た個人情報を自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的

で提供し、又は盗用したときは、１年以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処せられることがある。（個

人情報の保護に関する法律第１８０条適用の場合） 

 

以 上 
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（別記２） 

 

情報セキュリティに関する特記事項 

 

(1)佐世保市情報セキュリティポリシーの主旨の遵守 

受注者は、本契約の履行にあたり知り得た、又は提供を受けた、若しくは受注者自らが作成し

た相手方固有の工事上の情報（以下、「工事情報」という。）の適正な管理を図り必要な措置を講

じることにより、故意又は過失による事件や事故等の未然防止に努めなければならない。 

 

(2)工事情報の管理体制 

工事情報の管理に関して、受注者の組織内において、情報管理組織を設置し、施工上最低限必

要な範囲の関係者以外の者による利用を制限しなければならない。 

 

(3)工事情報取扱場所（受注者の事業所等を含む） 

受注者は、工事情報を取り扱う範囲（作業場所）及び保管場所を明確にしなければならない。 

 

(4)工事情報の管理方法 

受注者は、工事情報の保管にあたっては、その保管場所ならびに作業場所を定めるとともに外

部からの立入を防ぐ措置を講じなければならない。 

 

(5)工事情報の持ち出しの禁止 

受注者は、工事情報を保管場所及び作業場所から持ち出してはならない。ただし、前項で定め

た作業場所以外で作業を行う必要がある場合は、該当する利用者及び作業場所の特定と利用する

モバイルコンピュータ端末に実施しているセキュリティ対策を講じなければならない。 

 

(6)技術情報セキュリティ対策 

受注者は、本契約の履行のために利用するネットワーク、構成機器（端末機及びサーバを含む）、

ソフトウェア等に対し、不正アクセスや情報漏洩等を防ぐための管理及び措置を講じなければな

らない。 

 

(7)コンピュータウィルス対策について 

受注者は、本契約の履行のために利用する端末機等に対し、コンピュータウィルス対策を講じ

なければならない。 

 

(8)電子媒体の持ち込みについて 

本契約の履行報告等のために電子媒体を持ち込み利用、又は佐世保市に提供する場合は、当該

電子情報等の内容、使用目的、入手先等を明確にしたうえで、当該課の情報管理責任者又は情報

管理責任者が指名した職員に説明し承認を受け、電子媒体を利用又は佐世保市に提供しなければ

ならない。なお、持ち込む電子媒体は、事前にコンピュータウィルス対策ソフトの最新のウィル

ス定義ファイルによりウィルスに感染していないか確認したものでなければならない。 

 

(9)持ち込んだ電子媒体等への電子データの保存について 

持ち込んだ電子媒体等に本市が所有する電子データを本契約の履行のために保存する、又は保

存し持ち出す必要がある場合は、当該電子データの内容、使用目的、管理方法等を明確にした上

で、当該課の情報管理責任者又は情報管理責任者が指名した職員に説明し承認を受け、当該職員

の立会いのもとに作業を行わなければならない。 

  

以 上 
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（別記３） 

発注者の解除権等に関する特記事項 

 

１ 発注者は、受注者（ 受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以下

同じ。）が次の各号のいずれかに該当するときは、事前の催告を要することなく、直ちにこの契

約を解除することができる。 

⑴ 正当な理由なく、工事に着手すべき期日を過ぎても工事に着手しないとき。 

⑵ 工期内に完成しないとき又は工期経過後相当の期間内に工事を完成する見込みが明らかに

ないと認められるとき。 

⑶ 前２号に掲げる場合のほか、この契約に違反し、その違反によりこの契約の目的を達するこ

とができないと認められるとき。 

⑷ 受注者が次のいずれかに該当するとき。 

イ 役員等（受注者が個人である場合にはその者その他経営に実質的に関与している者を、受注

者が法人である場合にはその役員又はその支店又は契約を締結する事務所の代表者その他経

営に実質的に関与している者をいう。以下この号において同じ。）が佐世保市暴力団排除条例

（平成２４年条例第１号。）第２条第１号に規定する暴力団（以下この号において「暴力団」

という。）又は同条第２号に規定する暴力団員（以下この号において「暴力団員」という。）で

あると認められるとき。 

ロ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目

的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしていると認められるとき。 

ハ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あ

るいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められるとき。 

ニ 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしている

と認められるとき。 

ホ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められると

き。 

ヘ 下請契約又はその他の契約にあたり、その相手方がイからホまでのいずれかに該当すること

を知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 

ト 受注者が、イからホまでのいずれかに該当する者を下請契約又は資材、原材料の購入契約そ

の他の契約の相手方としていた場合（ヘに該当する場合を除く。）に、発注者が受注者に対し

て当該契約の解除を求め、受注者がこれに従わなかったとき。 

 

２ 次の各号のいずれかに該当する場合においては、受注者は、請負代金額の１０分の１に相当

する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなければならない。ただし、受注者の

責めに帰すことができない事由によるものであるときは、この限りでない。 

⑴ 前項の規定によりこの契約が解除された場合 

⑵ 受注者がその債務の履行を拒否し、受注者の債務について履行不能となった場合 

 

３ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第２号に該当する場合とみなす。  

⑴ 受注者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成 16年法律第 75号）

の規定により選任された破産管財人 

⑵ 受注者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成 14 年法律第

154号）の規定により選任された管財人 

⑶ 受注者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成 11 年法律第

225号）の規定により選任された再生債務者等 

 

４ 第１項の規定によりこの契約が解除された場合、受注者に損害があっても発注者は受注者に

対しその損害を賠償しない。 

以 上  


